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はじめに 

水素は使用時に二酸化炭素を発生せず、様々な一次エネルギー源から製造することができるため、地球温暖化対

策      安全保障 強化    課題 解決 切 札   期待    ます。また、今後、水素関連分野の

市場規模 拡大 見込   水素 利活用 進      産業振興        です。 

国においては 2017 年 12 月  水素社会実現     水素基本戦略 （以下  基本戦略 ） 策定   

   基本戦略   2030 年前後 実現   目標 掲   水素 燃料電池戦略       （以下     

    ） 踏     燃料電池自動車等 普及目標    国際水素         構築 水素 安定的

  大量 消費  水素発電 商用化   方向性 示      

関西   水素       燃料電池 こ   関連機器等 取 扱 企業 多数立地     全国 先駆

  水素利活用技術      係 実証事業 展開    ます    高度 技術力 有   中堅 中小企業

が集積しており、水素分野への参入を通じて、地域経済の活性化に寄与することが期待されます 加   関西 地

球温暖化対策をはじめとする環境保全対策に先導的に取り組んできた歴史もあります。 

    関西 強  活かし、いち早く水素社会の構築に向けた取組を進めることは、水素関連産業分野の伸張

   地域 活力向上 二酸化炭素の排出が抑制された低炭素な社会の実現といった社会課題の解決につながる

ものと考えます。 

この   観点 立   関西広域連合   国 地方創生推進交付金を活用し、基本戦略等 踏   2030

年頃 実現 念頭 水素 製造 輸入 貯蔵 輸送  利活用           構想 策定       い

ます        基礎資料とするため、圏域における水素に関連する様々な取組の把握と 2030年頃 水素ア

プリケーション 普及可能性等 検討 行  水素                 ました。 

      示  水素関連分野 可能性  水素利活用 拡大     等     様々 主体    広

く共有され、水素社会の実現に向けた取組の進展に寄与することを期待するものです。
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＜将来予測について＞ 
2030年頃         等 普及状況      基本戦略        示   国全体 目標等 基  公表 

    統計   等 用  圏域内 按分        関西広域連合    独自 予測     

＜CO2排出量削減効果 考 方    ＞
基本戦略   水素   低減 向  方策    海外 安価 未利用       CCS（二酸化炭素回収貯留）

  組 合       安価 再生可能       水素 大量 調達        基本 するとしています。 
このことから、将来の海外水素については「CO2 フリー水素」と仮定して、CO2排出量削減効果は、発電 自動車等 燃料

 化石燃料  水素 置 換  場合  使用      化石燃料 量に CO2排出係数を乗じ算出しました。 

項  目 

現状 

●：様々な主体の取組 

◆：実用化され、普及段階
にある水素アプリケーシ
ョン 

▲：実用化に向けた取組が
進められている水素アプ
リケーション等

将来 
（2030 年頃） 

○：普及状況について定量
予測した項目 

◇：普及の可能性について
定性的に検討した項目 

（－：様々な主体の取組
は現状のみ把握） 

圏域内の先駆的な取組 ● ― 

大学等、産業支援機関・公設試験研究機関 ● ― 

水素関連分野参入企業 ● ― 

海外からの輸入水素による発電事業用の水素発電 ▲ ◇

水素の供給源となりうる地域資源 ▲ ◇

様々な水素アプリケーション 

燃料電池自動車（FCV） ◆ ○ 

水素ステーション ◆ ○

燃料電池  （FC バス） ◆ ○

燃料電池       （FC フォークリフト） ◆ ◇

燃料電池    （FC     ）／燃料電池船（FC船）／その他 ▲ ◇

純水素型定置用燃料電池 ▲ ◇

  改質型定置用燃料電池 ◆ ○

関西広域連合及び構成府県市の取組 ● ― 

関西圏 水素に関する先駆的な取組、大学等、産業支援機関・公設試験研究機関、水素関連分野参入企業、水素
アプリケーションなどの現状を把握しました。 
その結果 地域 地理的 社会的特性を踏まえ、2030年頃 水素利活用 可能性について検討し、このうち導入台

数等普及状況 定量的 予測 可能 水素              水素取扱量及 CO2排出量削減効果を試算
しました。 

※水素ポテンシャルについては、FCV 等の普及状況や新たなアプリケーションの導入状況など最新の情報を 

適宜把握し、更新していきます。 

構 成 
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2030年頃        検討      基本的考 方
関西圏    2030年頃 水素       検討             及 基本戦略 踏   海外   未

利用     由来 水素 供給     本格導入 れ、安価で安定的に環境負荷の少ない形で製造された水素によ
る発電事業用の水素発電が開始されることを前提とします。 
  前提    圏域内 水素利活用拡大      想定 ました。 
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圏域内の先駆的な取組 

圏域内では、全国に先駆け、水素関連の実証事業等が数多く実施されている。 
     取組 継続 発展       水素 利活用 係 関心 高  実証   等 中心   水素利活用技

術 社会実装 進展               関西 水素社会 構築 牽引              期待  
る。

本ポテンシャルマップで使用した地図については、国土交通省国土政策局 国土数値情報（行政区域   ）  基 関西広域連合 編集 加工     

現 状

先駆的な取組 〔17 事業〕 
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先駆的な取組 〔17 事業〕 

番号 取組 場所 実施主体等 助成事業等 期間 分類

1 水素CGS活用スマートコミュニ
ティ技術開発事業

神戸市     
ランド （株）大林組 川崎重工業（株）

水素社会構築技術開発事業/大規模水素エネルギー
利用技術開発/水素     利用    開発
（NEDO）

2015年度
 2018年度

2
未利用褐炭由来水素大規模海
上輸送サプライチェーン構築実証
事業

神戸空港島北東
部

技術研究組合CO2フ リー水素サプライチェーン推進機構
（HySTRA）〔岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、シェル
ジャパン（株）、電源開発（株）の4社で構成〕

水素社会構築技術開発事業/大規模水素エネルギー
利用技術開発/未利用     由来水素    
チェーン構築（NEDO）

2015年度
 2020年度
（予定）

3
低炭素社会実現に向けた水素
ガスタービン発電設備の研究開
発

三菱日立   
システムズ(株)高
砂工場

三菱日立        （株） 三菱重工業（株）
水素社会構築技術開発事業/大規模水素エネルギー
利用技術開発/水素     利用    開発
（NEDO）

2015年度
 2018年度
（予定）

4
燃料電池        実用化
と最適水素インフラ整備の開発・
実証事業

関西国際空港 （株）豊田自動織機 岩谷産業（株）    自動車（株） 
関西     （株） 大阪府

CO2排出削減対策強化誘導型技術開発･実証事業
（環境省） 2014年度 

(地独)大阪産業
技術研究所 和
泉センター

日立造船（株） （地独）大阪産業技術研究所 ※2017年
度  共同  取組 

咲くやこの花館 日立造船（株） 大阪市 ※2017年度  協力  取組 

6
    水力発電 適  水素 
ネルギー転換貯蔵システムの開
発

大山山麓 （地独）鳥取県産業技術センター、（株）日本マイクロシステム 鳥取県中小企業調査 研究開発支援補助金 2018年度
（予定）

7 燃料電池自動車      活用
  有料        事業

タイムズカーレンタ
ル京都新幹線口
店

京都市 京都市委託事業 2016年度
 2017年度

8 SHS及びFCVを活用した体験
型水素学習事業

ホンダカーズ京都
山科西店 京都市、（株）ホンダカーズ京都、本田技研工業（株） 京都市委託事業 2017年3月 

9 FC  体験乗車会 関西国際空港 関西     （株）    自動車（株） 南海  （株） 
岩谷産業（株）、大阪府 ― 2017年5 6月

10 FCバス試乗会 神戸市内 神戸市    自動車（株） ― 2017年12月

11 FCバス試乗会
環境首都とくしま
創造センター「エコ
みらいとくしま」

徳島県    自動車（株） ― 2017年11月

12 FCフォークリフトとSHSの導入 徳島阿波おどり空
港 徳島県、徳島空港ビル（株）、日本航空（株） ― 2018年度 

13 全戸      付共同住宅 ザ・パークハウス オ
イコス 三国ヶ丘 三菱地所     （株） （株）NIPPO ― 2017年7月 

14

府有施設 利用  新   
ギー機器等による低炭素・分散
型電源(1.2MW   燃料電
池)導入モデル事業

大阪府中央卸売
市場 Bloom Energy Japan（株）、大阪府

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（環境省）
府有施設 利用  新     機器等   低炭
素・分散型電源導入モデル事業（大阪府）

2015年3月 

15 とっとり水素学びうむ（SHS、スマートハウスの実証）
鳥取ガスグループ
の敷地

鳥取県、鳥取ガス（株）、積水ハウス（株）、本田技研工業
（株） ― 2016年1月 

16 KIX水素グリッドプロジェクト 関西国際空港

KIX水素グリッド委員会
 構成：岩谷産業（株）    自動車（株） （株）豊田自
動織機 豊田通商（株） 三井物産（株） 関西電力
（株） 関西     （株） 大阪府 

関西       国際戦略総合特区 2012年度 

17 (株)ハイドロエッジの液化水素製造能力 増強 (株)ハイドロエッジ （株）ハイドロエッジ ― 2019年 

※NEDO：国立研究開発法人 新      産業技術総合開発機構

水
素
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
導
入
・
普
及
啓
発

そ
の
他

実
証
事
業

5
固体酸化物形燃料電池
(SOFC)による業務用・産業用
システム実証および事業化検討

固体酸化物形燃料電池等実用化推進技術開発/固
体酸化物形燃料電池 用  業務用     実用
化技術実証/固体酸化物形燃料電池（SOFC）  
る業務用・産業用システム実証および事業化検討
（NEDO）

2014年度
 2018年度
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圏域内では、我が国を代表する環境・エネルギー分野の大学 科学技術振興 拠点 立地  また、企業の取組を
支援する産業支援機関や公設試験研究機関なども多数立地     
水素関連技術 高度化 低   化等 図  水素 利活用 拡大    上  産学官 連携 不可欠    

こうした大学や産業支援機関等の役割が大いに期待される。 

大学等、産業支援機関・公設試験研究機関 

現 状

関西広域連合  水素 燃料電池関連分野     実施               
研究成果企業化促進フォーラム」において成果発表された研究等を掲載しています。

番号 大学等 所在地 研究内容
1 立命館大学 滋賀県草津市 燃料電池     開発

2 同志社大学 京都府京田辺市
水素 利用                         
         層  被覆 利用  固体高分子形燃料電池用Pt    触媒 高耐久性化
      燃料   用  固体酸化物形燃料電池用高活性     開発

3 京都大学 京都市西京区 高圧タンクを必要としない固体水素源
      直接燃料   固体酸化物形燃料電池（SOFC）   発電

4 大阪大学 大阪府吹田市 太陽光広帯域利用   水  水素 高効率 生成   光触媒
繊維強化複合材料 用  水素貯蔵   事業化 向   技術開発

5 大阪電気通信大学 大阪府寝屋川市    原子置換型炭素材料 作製      分野  応用

6 大阪市立大学 大阪市住吉区 太陽光      利用  水素製造 二酸化炭素利用技術
   燃料電池 適  高効率微生物触媒

7 大阪府立大学 堺市中区
水素社会に向けたエネルギー変換・貯蔵素子の高性能化
光触媒を用いた水分解によるソーラー水素生成反応に関する研究
固体高分子形燃料電池用触媒 開発

8 兵庫県立大学 兵庫県姫路市 次世代水素触媒の研究・開発
9 明石工業高等専門学校 兵庫県明石市 固体高分子形燃料電池要素材料 水素貯蔵材料 知的設計
10 関西学院大学 兵庫県三田市        運  液体燃料  直接発電  燃料電池
11 神戸大学 神戸市中央区 海洋再生可能エネルギーと水素エンジニアリングへの展開
12 奈良先端科学技術大学院大学 奈良県生駒市 水素     利用 目指  酵素反応      解明

13 奈良工業高等専門学校 奈良県大和郡山市 固体高分子形燃料電池（PEFC） 研究
全固体    形燃料電池 関  研究

14 和歌山工業高等専門学校 和歌山県御坊市 りん系イオン液体の特性とプロトン伝導性電解質としての可能性
15 徳島大学 徳島県徳島市      膜型水素製造器 量産化技術

水素 関連  研究 行    大学等 〔15 校〕 
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産業支援機関・公設試験研究機関 〔4９機関〕 

番号 産業支援機関／公的試験機関 所在地 番号 産業支援機関／公的試験機関 所在地

1 （公財）滋賀県産業支援プラザ 滋賀県大津市 31 (地独）大阪産業技術研究所 森之宮センター 大阪市城東区

2 滋賀県工業技術総合センター 滋賀県栗東市 32 大阪産業経済リサーチセンター 大阪市住之江区

3 滋賀県工業技術総合センター信楽窯業技術試験場 滋賀県甲賀市 33 (一財)大阪科学技術センター 大阪市西区

4 滋賀県東北部工業技術    長浜庁舎 滋賀県長浜市 34 大阪府産業デザインセンター 大阪市住之江区

5 滋賀県東北部工業技術    彦根庁舎 滋賀県彦根市 35 おおさかスマートエネルギーセンター 大阪市住之江区

6 （公財）地球環境産業技術研究機構 京都府木津川市 36      戦略研究    大阪市住之江区

7 京都府織物 機会金属振興    京都府京丹後市 37 (一財)大阪府みどり公社 大阪市中央区

8 産業技術総合研究所関西    大阪府池田市 38 大阪産業創造館 大阪市中央区

9 (地独）大阪産業技術研究所 和泉センター 大阪府和泉市 39 大阪イノベーションハブ 大阪市北区

10 ものづくりビジネスセンター大阪 大阪府東大阪市 40 ソフト産業プラザ イメディオ iMedio 大阪市住之江区

11 (地独）大阪府立環境農林水産総合研究所 大阪府羽曳野市 41 メビック扇町 大阪市北区

12 奈良県産業振興総合    奈良県奈良市 42 大阪デザイン振興プラザ 大阪市住之江区

13 （公財）奈良県地域産業振興    奈良県奈良市 43       大阪（見本市会場） 大阪市住之江区

14 （公財）わかやま産業振興財団 和歌山県和歌山市 44 大阪市立環境科学研究    大阪市天王寺

15 和歌山県工業技術センター 和歌山県和歌山市 45 堺市産業振興センター 堺市北区

16 鳥取県産業技術センター 鳥取県鳥取市 46 さかい新事業創造センター 堺市北区

17 （公財）鳥取県産業振興機構 鳥取県鳥取市 47 神戸市産業振興財団 神戸市中央区

18 （公財）とくしま産業振興機構 徳島県徳島市 48 兵庫県立工業技術    神戸市須磨区

19 徳島県商工会議所連合会 徳島県徳島市 49 新産業創造研究機構（NIRO） 神戸市中央区

20 徳島県中小企業団体中央会 徳島県徳島市

21 徳島ニュービジネス協議会 徳島県徳島市

22 （公財）京都産業２１ 京都市下京区

23 京都府中小企業技術センター 京都市下京区

24 (地独）京都市産業技術研究所 京都市下京区

25 （公財）京都高度技術研究所（ＡＳＴＥＭ） 京都市下京区

26 （公社）京都工業会 京都市右京区

27 (一社)京都産業エコ・エネルギー推進機構 京都市右京区

28 京都府商工会連合会 京都市右京区

29 京都府中小企業団体中央会 京都市右京区

30 京都商工会議所 京都市中京区
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圏域内では、水素関連分野に先進的に取り組む企業が数多く存在している。 
関西  幅広い分野のものづくり産業とこれを支えるサポーティング・インダストリー（ものづくり基盤技術）や、各種サービス

業まで多様な産業が集積しており、また、空港、港湾、道路 鉄道等、産業活動を支えるインフラが充実している。 
様々 技術 集約   水素関連産業      産業集積 裾野 広  産業基盤 整 関西圏 優位性 背景  

  先進企業 成長 新規参入企業 増加 見込       発展 期待    

水素関連分野参入企業 

現 状

 水素関連分野参入企業〔のべ 58社〕 
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水素関連分野参入企業〔のべ 58社〕 

承諾      企業    掲載しています。

府県市 番号 企業名 分野 事業所分類 所在地

28 株式会社SCREENホールディングス 本社 水素関連製品 本社・支社 上京区

29 NISSHA株式会社 本社 各種センサ 本社・支社 中京区

30 株式会社KRI 分析・コンサルタントなど 本社・支社 下京区

31 株式会社東芝 京都支店 水素関連製品 本社・支社 下京区

32 株式会社ルネッサンス･エナジー･リサーチ 京都本
社

部品 材料 本社・支社 伏見区

33 三菱日立        株式会社 関西支社 水素関連製品 本社・支社 西区

34 大陽日酸株式会社 関西支社 水素関連製品 本社・支社 西区

35 日立造船株式会社 築港工場 水素関連製品 工場・製造所 大正区

36 株式会社三社電機製作所 本社 水素関連製品 本社・支社 東淀川区

37 新コスモス電機株式会社 本社 各種センサ 本社・支社 淀川区

38 日本エレクトロニツクシステムズ株式会社 本社 水素関連製品 本社・支社 淀川区

39 日立造船株式会社 本社 水素関連製品 本社・支社 住之江区

40 株式会社 IE JAPAN 水素関連製品 本社・支社 北区

41 株式会社東芝関西支社/東芝ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑｽﾞ
株式会社

水素関連製品 本社・支社 北区

42 日本合成化学工業株式会社 本社 部品 材料 本社・支社 北区

43 ヤマシンスチール株式会社 本社 部品 材料 本社・支社 中央区

44 大阪ガスエンジニアリング株式会社 本社 水素関連製品 本社・支社 中央区

45 岩谷産業株式会社 大阪本社 商社・エネルギー 本社・支社 中央区

46 株式会社西山製作所 本社 分析・コンサルタントなど 本社・支社 中央区

47 日鉄住金      ＆        株式会社
西日本支社

水素関連製品 本社・支社 中央区

48 株式会社加地テック 本社･工場 水素関連製品 本社・支社 美原区

49 株式会社ハイドロエッジ 本社･工場 水素製造 本社・工場 西区

50 株式会社神鋼エンジニアリング＆メンテナンス 本
社

商社・エネルギー 本社・支社 灘区

51 川崎重工業株式会社 神戸本社 水素関連製品 本社・支社 中央区

52 川崎重工業株式会社 神戸工場 水素関連製品 本社・工場 中央区

53 株式会社神戸製鋼所 神戸本社 水素関連製品 本社・支社 中央区

54 株式会社神鋼環境ソリューション 本社 水素関連製品 本社・支社 中央区

55 株式会社東芝 神戸支店 水素関連製品 本社・支社 中央区

56 株式会社岡崎製作所 本社 各種センサ 本社・支社 中央区

57 株式会社岡崎製作所 本社工場 各種センサ 工場・製造所 西区

58 エスアールエンジニアリング株式会社 本社 水素関連製品 本社・支社 西区

神
戸
市

京
都
市

大
阪
市

堺
市

府県市 番号 企業名 分野 事業所分類 所在地

1 東レエンジニアリング株式会社 滋賀事業場 水素関連製品 工場・製造所 大津市

2 東レ株式会社 滋賀事業場 部品 材料 工場・製造所 大津市

3 株式会社SCREENファインテックソリューションズ
彦根事業所

水素関連製品 工場・製造所 彦根市

4 パナソニック株式会社アプライアンス社 本社 水素関連製品 工場・製造所 草津市

5 株式会社三社電機製作所 滋賀工場 水素関連製品 工場・製造所 守山市

京都府 6 GTRテック株式会社 各種センサ 本社・支社 宇治市

7 株式会社隆起工業 水素関連製品 本社・支社 豊中市

8 株式会社テクノ高槻 本社 部品 材料 本社・支社 高槻市

9 パナソニック株式会社 部品 材料 研究所 守口市

10 高石工業株式会社 本社工場 部品 材料 本社・工場 茨木市

11 株式会社村上技研産業 本社･工場 各種センサ 本社・工場 和泉市

12 ナノグレイ株式会社 各種センサ 本社・支社 箕面市

13 サムテック株式会社 本社工場 水素関連製品 本社・工場 柏原市

14 サムテック株式会社 羽曳野工場 水素関連製品 工場・製造所 羽曳野市

15 日本       株式会社 関西地域本部/近
畿支店

商社・エネルギー 本社・支社 尼崎市

16 日鉄住金      株式会社 尼崎事業所 分析・コンサルタントなど 研究所 尼崎市

17 住友精密工業株式会社 本社･工場 部品 材料 本社・工場 尼崎市

18 岩谷産業株式会社 中央研究所 水素関連製品 研究所 尼崎市

19 岩谷瓦斯株式会社 近畿事業所尼崎工場 水素製造 工場・製造所 尼崎市

20 新日鐵住金株式会社 尼崎製造所 水素製造 工場・製造所 尼崎市

21 エーテック株式会社 本社･工場 水素関連製品 本社・工場 明石市

22 川崎重工業株式会社 明石工場 水素関連製品 本社・工場 明石市

23 日本アスコ株式会社 本社･工場 部品 材料 本社・工場 西宮市

24 三菱重工業株式会社 総合研究所 水素関連製品 研究所 高砂市

25 三菱日立        株式会社 高砂工場 水素関連製品 工場・製造所 高砂市

26 川崎重工業株式会社 播磨工場 水素関連製品 本社・工場 播磨町

徳島県 27 四国大陽日酸株式会社 本社 水素関連製品 本社・支社 徳島市

滋
賀
県

兵
庫
県

大
阪
府
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将 来

海外からの輸入水素による発電事業用の水素発電 

海外からの安価な CO2    水素  発電用以外  荷役    付近 工業地帯等     産業     熱利用等  活用 
期待される。 

発電事業用の大規模な水素発電は、技術開発の動向などから、天然   燃料   既設       発電におけ
る、天然ガスと水素の混焼により導入が始まる可能性が高い。 
圏域内      天然   燃料         発電所（以下        発電所 ） 立地         

堺 泉北エリアと姫路    あげられる。また、水素発電技術 確立 国際水素サプライチェーンの構築に向けた取組など
が進められている。 
2030年頃   既設 ガスタービン発電所を活用した輸入水素による水素発電の商用化の開始が期待される。 

発電事業用の水素発電技術
○ 水素発電     基本戦略   導入初期 既設 天
然  火力  混焼発電 中心  小規模       
ーションシステム等における水素混焼も含め、導入拡大を図
っていくとされている。 

○ 水素発電技術については、ガスタービンの天然ガス焚き燃焼
器 水素混焼 専焼用 改良  研究開発 技術実証 
進められている。 

○ 海外水素 大量導入      効率的 輸送 貯蔵 可能
とするエネルギーキャリア技術が必要である。現在、商用サプライ
     構築 向  実証 進      液化水素（神戸
市内で実証事業実施「圏域内の先駆的な取組」参照）や有
機ハイドライド法によるメチルシクロヘキサン（MCH）の活用可
能性が高い。 

○ 水素輸入にあたっては、キャリアに対応した荷役・貯蔵施設や気
体の水素を取り出すための施設等の整備が必要である。 

○ 関西圏  LNGや原油等の取扱い実績のある大型輸送船の
停泊可能 港湾施設 立地     水素    用 大型
輸送船の入港も可能と考えられる。 

○ 石油化学製品である MCH は、既存のタンカーやタンク等の活
用 可能       発電所 立地  堺 泉北      
製油所等 石油化学製品 製造拠点 立地     

○ アンモニアについてもキャリアとしての技術開発が進められている。
基礎化学品であるアンモニアは、既存の商業サプライチェーンの
活用が可能。また、アンモニアは水素を取り出す（脱水素）こ
    発電等 直接利用     可能である 堺 泉北   
  取扱拠点 立地     

○ 水素とCO2を合成（メタネーション）したメタンをキャリアとするこ
とで、既存の LNG      活用 熱利用 低炭素化 可
能 基本戦略   CO2フリー水素由来のメタンの活用につい
て検討を進めていくとしている。 

水素エネルギーキャリア技術

〔発電    水素取扱量等の概算〕

水素取扱量等 算出       既設のガスタ   発電所 一律 水素 混焼    仮定
したが、実際 水素発電 導入         更新時期等 契機        単位   
段階的に進展していくものと考えられる。

○ 発電事業用 大規模 水素発電  天然   燃料  
る既設のガスタービン発電における、天然ガスと水素の混焼
により導入が始まる可能性が高い。 

○ 圏域内           発電所  堺 泉北   及 
姫路    立地     

・兵庫県高砂市に工場を有する発電用大型ガスタービンメーカーで
は、2018 年１月 水素 30％混焼試験に成功 
 神戸市内   水素 天然ガス 燃料   １MW 級のガスタービ
ンを設置し地域      供給 行    燃焼安定性 確認
   行 実証事業 実施
（「圏域内の先駆的な取組」参照）

姫路   堺 泉北   

〔既設大規模      発電所 発電容量〕
7,524.4 千 kW 

参考：発電事業者ＨＰ 公開     発電容量     以下 設備利用率等 用  算出
 発電所設備利用率及 熱効率
 長期     需給見通 小委員会 対  発電   等 検証 関  報告 
〔平成 27 年５月 総合資源エネルギー調査会 発電コスト検証ワーキンググループ〕 

      ・水素及び LNG  発熱量 CO2排出係数 
 総合効率 GHG 排出の分析 報告書」〔平成 23 年 3月 総合効率検討作業部会(JHFC)〕

将来の考え方 

現 状

○ 関西圏   水素混焼 可能性 高       発電所 立地  水素発電技術 確立 海外
水素を輸入する商用サプライチェーン構築に向けた取組が進められていること、一部の水素エネルギー
キャリアの荷役施設等となり得るインフラの集積もあることから、2030 年頃  既設       
発電所を活用した輸入水素による水素発電の商用化の開始が期待される。 

○ 関西圏 既設       発電所     一定割合 水素混焼 実施        水素 
取扱量等 概算   

発電用大型ガスタービンメーカーにおける、NEDO助成事業「水素社会構築技術開発事業」の 
大型ガスタービンの水素混合割合の目標 20％及び 30％混焼試験成功を踏まえ、天然ガスと 
水素 混焼  場合 水素取扱量等 算出   
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日照時間 長   
ア、風の強いエリアな
ど、圏域内ではFIT制
度等 活用  再生可
能エネルギー発電の導
入が進んでいる。 
送電容量  系統
制約により、大規模な
再エネ発電設備の整
備が困難な場合もあ
る。 

汚泥消化設備 有  下水処理場 
は、バイオガス（メタン）を精製し、ボイラー
発電  利用  都市  管  導管注
入実証事業等の取組を推進している。 

圏域内では、現在、太陽光 風力 下水汚泥等 様々 地域資源をエネルギーとして活用している。 
今後、再生可能エネルギーの利用を拡大していくために、再エネ電気を水素に変換しエネルギーを貯蔵する「Power 

to gas」技術の活用が期待される    下水汚泥 消化        水素 生成 利活用  取組 普及  可
能性がある。 

現 状

将 来

出典：第 10 回 水素 燃料電池戦略協議会 資料

今後 再  等 利用拡大 図        電力系統 容量面  制約 変動面  制約 
の対策が必要となる場合等には、再エネ電気を水素に変換し、エネルギーを貯蔵する「Power to 
gas」技術の活用が期待される。 

参考：資源エネルギー庁 固定価格買取制度情報公表用       市町村別導入容量（平成 29年 3月末時点）」のうち、
累積新規認定分（稼働中） 移行認定分の数値を合計

参考： 平成 26 年度版 下水道統計 第 71 号 公益社団法人 日本下水道協会をもとに
      関西広域連合   

水素の供給源となりうる地域資源 

〔太陽光発電（１MW以上）導入状況〕  風力発電（20kW以上）導入状況〕

 汚泥消化設備 設置  下水処理場 

将来の考え方 
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ロードマップ・基本戦略 目標値（2030 年 80 万台）を基に、乗用車保有台数   圏
域内に按分した数値や、構成府県市の目標値などを勘案して、2030 年 圏域  普及
見込  検討した。 

将 来

参考：(一社)自動車検査登録情報協会統計 地方運輸局統計等 用  算出

府県別   人口 多 地域 加  水素      設置地域 補助金等FCV導入支援施策を 
実施する地域で普及している。

現 状

出典：(一社)自動車検査登録情報協会 低公害燃料車 車種別保有台数」 2017年3月末現在 

燃料電池自動車（FCV） 

FCVは、2017年3月末時点で、全国で1,813台、圏域内では202台普及している。 
       基本戦略  2030年   全国 80万台程度 普及 目標      圏域内 11万台程度 普

及 見込    
今後、FCV普及拡大に向けた関西広域連合及 構成府県市の取組により普及加速が期待される。 

乗用車 乗合車 特種(殊)車 計 全国比率
[台] [台] [台] [台] [％]

滋賀県 16 0 0 16 0.9%
京都府 29 0 0 29 1.6%
大阪府 87 0 0 87 4.8%
兵庫県 39 0 0 39 2.2%
奈良県 3 0 0 3 0.2%
和歌山県 5 0 0 5 0.3%
鳥取県 2 0 0 2 0.1%
徳島県 21 0 0 21 1.2%

関西圏合計 202 0 0 202 11.1%
全国合計 1,807 5 1 1,813 100%

府県

様々な水素アプリケーション 

将来予測の考え方 

圏域内のFCV普及台数 
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現 状

将 来

水素ステーション 

FCV 普及 不可欠 水素ステーションは、2017年12月末時点で、全国で99箇所（ほか計画中８箇所）、圏
域内では14箇所整備済みである。 
ロードマップ 基本戦略  、2020年度   全国 160箇所、2025年度   320箇所の整備を目標とし、

2020年代後半         事業 自立化 目指       
圏域内では、2030年頃   FCVの普及とあいまって、120箇所程度 整備 見込     ステーション事業の

自立期   交通量 多 幹線道路沿  大型SSに併設されるものや、SSを代替して整備が進むものと想定される。 

FCVの普及初期段階にある現状においては、FCV台数の少ないエリア等では、移動式を配置している。 
圏域内：14箇所（内訳 オンサイト方式：３ / オフサイト方式：７ / 移動式：４） 

将来予測の考え方 圏域内の 2030 年 FCV 普及予測 基        事業 自立化 対応  FCV 台数から
算出した必要数や、構成府県市の目標値などを勘案して、2030 年 圏域  整備見込  検討
した。 

大きい円…直径30km（半径15km） 
小さい円…直径20km（半径 10km）

ここでは商用ステーションの
整備見込  示    基
本戦略    再生可能  
ルギー由来水素ステーション
について、主に四大都市圏
外の地域に 2020 年度  
に 100 箇所程度 整備 
目指す」とされている。 
こうしたことから、2030 年
頃には圏域内において、一
定数の再生可能エネルギー
由来水素ステーションの整備
が期待される。 

※商用水素ステーション 
（再エネ由来水素ステーションを除く）
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将 来

現 状

大阪府 
2017年 5月から 6月にかけて 7日間 関西国際空港 旅博     機会      FC    体験乗車会
を開催
試乗会では、空港島内を 10 分 60分程度周遊  訪  約 800 人の方が次世代のバスの乗り心地を体感

燃料電池  （FC バス） 
FCバスは、2017年3月  東京都    路線     運行 開始     
環境性 長距離走行性 優 るだけでなく、大容量 外部給電機能（避難所4.5日分）を有し災害時における活

用も期待される。 
圏域内では、現在、３府県市でFCバス試乗会が開催されるなど、将来の普及に向けて機運醸成を図る取組を展開し

ている。

FCバス試乗会の取組状況

徳島県 
2017年11月の5日間 徳島市西新浜町 環境首都    創造    
「エコみらいとくしま」において、FCバスの試乗会を開催 
試乗会では、徳島市内を20分程度周遊  訪  約300人の方が 
次世代のバスの乗り心地を体感 

神戸市
2017 年 12 月 9日、ウォーターフロントを巡る FC バスの試乗会を開催 
2017年12月10日 神戸 地域      未来                       内 周遊  
FC バスの試乗会を開催 
２日間で、約 180 人の方が次世代のバスの乗り心地を体感 

基本戦略 目標値（2030 年度 1200 台程度）を基に、バス保有台数により圏域内に按分し
た数値や、構成府県市の目標値などを勘案して、2030年 圏域  普及見込  検討した。 

路線   中心 導入
が期待され、観光地や環
境保全を図るべき地域
（FC船の項参照）におい
て、巡回バス等としての活
用も考えられる。 

参考：国土交通省 2014年度末 自動車交通関係移動等円滑化実績等      地方運輸局統計等 用  算出

将来予測の考え方 
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中央卸売市場 
〔出典：農林水産省HP〕 

貨物取扱空港 
〔出典：国土交通省HP〕 

コンテナヤードを有するなど
比較的規模の大きい指
定保税地域（港湾）
〔出典：税関HP〕 

現 状

FCフォークリフトは、国内では2016年11月  市販 開始    電動車（BEV） 従来     車 比  充
填時間やCO2排出量 点 優位性   。 
基本戦略   フォークリフト20台以上を所有する大規模ユーザーだけで12万台以上のポテンシャルがあり、将来大

きな水素需要源となり得るとし、2030年度   1万台程度 導入 目指       
圏域内では、現在、２府県が、導入支援制度 創設  空港 中心 導入促進 向  取組 展開        
2030年頃   多          稼動  卸売市場 貨物取扱空港 港湾倉庫等 中心 普及 進    

期待される。 

FCフォークリフト普及拡大に向けた取組状況

徳島県 
・徳島県では、FC       導入費用 一部 助成  制度 創設
・2017年度  徳島阿波おどり空港でのCO2排出量削減 目的  県 徳島空港  （株） 日本航空（株）
  ３者 連携協力協定 締結 同空港 FCフォークリフトを１台導入予定 
併せて、太陽光発電で水素を生成する自然エネルギー由来の水素ステーションも整備中 

大阪府 
・関西国際空港   水素      利活用   KIX 水素グリッドプロジェクト」に取り組んでおり、その一環として、
関連事業者により、FC         開発実証 大規模産業車両用
水素インフラの整備が進められた 
・その結果、FC フォークリフトは、2016 年 11 月の市販開始につながり、 
2017 年３月  水素供給     整備 完了  現在８台 
FC フォークリフトが稼働中 

燃料電池       （FC フォークリフト） 

将 来

現在多くのフォークリフトが稼動する、中央卸売市場、貨物取扱空港、港湾倉庫等を中心に既
存のフォークリフトからFCフォークリフトへの転換が進むものと期待される。 

将来予測の考え方 

FCFLの普及が 
進むと考えられるエリア 

FC ォークリフトの優位性 
対    車：稼動時 CO2排出、排ガスがない 
対 BEV：電池 充電時間（６ ８時間） 比  水素充填時間 短 （約３分）
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＜FC船＞ 

＜FCトラック＞ 

CO2の排出がないことに加え、においや音が少ないFC船やFCバスの導入は、海外から
多  観光客 訪  世界遺産 国立公園   観光資源 価値向上  貢献 
期待される。 

燃料電池    （FC     ）／燃料電池船（FC船）／その他 

燃料電池技術 応用範囲 広  現在 燃料電池ごみ収集車 燃料電池           鉄道車両   
開発・実証が進められている。 
今後 様々 産業用車両 FC化が期待される。 

現在、国において小型船舶のFC化 進     燃料電池船 係る安全ガイドラインの策定に取り組んでいる。 
圏域内の小型船舶の在籍数（漁船登録を受けている船舶等は除く）は約5万2千隻（全国比率約15%程度）

である。 
圏域内には、豊富な自然資源、観光資源を有している。こうした資源の存在するエリアにおいては、FC船の環境性を

活かし、遊覧船等としての活用が期待される。 

出典：日本小型船舶検査機構（2017 年度 在籍船）

現在、コンビニエンスストアの配送トラックなど 大型車両のFC化に向けた検討が進められている。 
圏域内 貨物車保有台数 約82万台（全国比率約14％）である。 
24時間運用 関西国際空港や、スーパー中枢港湾である阪神港を擁し、加えて、高速道路網の整備等により大規

模物流施設 建設 相次 関西  国際的 物流拠点   全国各地 結         輸送 行      
FCトラックへの転換に先進的に取り組むことは、大きな水素需要の創出につながり、また、運輸部門の低炭素化に寄

与するものである。 

＜その他＞ 

出典：国土交通省 交通関連統計資料集 （2016 年 3 月末現在）

圏域内 貨物車保有台数

圏域内の小型船舶在籍数 
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FC化   産業用車両 導入 期待      等
FCフォークリフトやFCトラック 導入 見込   貨物取扱空港、

卸売市場等      産業車両用 水素供給設備 整備 必
要である。 
この水素供給設備から近距離 水素       敷設した上で、

純水素型燃料電池 設置  物流拠点内へ電気・熱を供給するとい
ったことが期待される。

大規模プロジェクトやスマートコミュニティの新規開発エリア等
新規開発が行        最先端技術 活用 CO2排出

量 大幅削減 観点  水素 利活用 積極的 進     期
待される。 
エリア内に、水素を供給・輸送するローカルネットワークが構築され
ることにより、FCV や FC バス等のモビリティへの水素充填設備ととも
に、純水素型燃料電池 設置 進    考     
既存市街地等においては、電気・熱需要の多い大型ホテル、病
院、高齢者施設等 近傍 整備   水素       燃料電
池を併設するなどして、これらの施設に電気・熱を供給することが考
えられる。こうしたシステムの導入は BCP の取組の強化にも貢献す
る。 

純水素型定置用燃料電池 

荷役施設近傍の工業地帯等
海外輸入水素 荷役施設近傍 立地  工業地帯等   
荷役プラントや水素パイプライン等の一部を活用することにより、水
素 利活用 進  考     
産業分野  利活用  民生用 比  安定的 大量 水素
需要が期待される。 
安価な海外水素を工業地帯内にある自家発電用のガスタービン 

 燃料   活用するほか、常時一定量 電気 使用  工場等 
  発電効率 高 大型の純水素型燃料電池       電源 
して使用することなどが期待される。

         純水素型燃料電池   改質器 不要        化 低   化 図         高
効率  負荷応答性 高 分散型電源   得       
国際的 水素        構築 国内 再生可能      供給量拡大 見込   2030 年頃  純水

素型定置用燃料電池 導入拡大 期待される。 
圏域内では、海外輸入水素の荷役施設近傍の工業地帯や、FCフォークリフト等の水素供給設備が整備されると考

えられるエリア、大規模プロジェクトやスマートコミュニティの新規開発エリア等での導入が期待される。 

※再  水素 燃料   自立型 純水素型定置用燃料電池システムの導入拡大
以上         導入 加  現在            駅舎        再生可能     由来水素 燃料  

 自立型 純水素型定置用燃料電池 導入 進      水 太陽光   必要      供給 可能        今
後、圏域内でも BCP 対策が求められる施設などにおいては、このようなシステムの導入が期待される。
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構成府県市別の状況 

  改質型定置用燃料電池
定置用燃料電池    用途 応   家庭用燃料電池（      ） 業務 産業用燃料電池 区分される。
エネファームは、2017 年 3 月現在、全国で 19 万台、圏域内  年々増加  約６万台普及     業務・産業

用燃料電池      2017 年、国内メーカーにより SOFC（固体酸化物形燃料電池）型 市場投入      
であり、本格普及の緒についたところ。高      効率   光熱費 削減 見込      今後        
トの低減とあいまって普及拡大が期待される。 
ロードマップでは、エネファームについて、2030年までに全国で530万台の導入を目標としており、圏域内では約92

万台の普及が見込    業務 産業用燃料電池    は、工場やデータセンター等への分散型電源としての導入拡
大、発電事業用トリプルコンバインドシステムとしての導入が期待される。 

現 状 エネファーム

業務・産業用

将 来

2025 年頃以降 自立的 普及拡大 目指       業務 産業用燃料電池      圏域内      
工場やデータセンター等への分散型電源としての導入拡大、さらには、発電事業用トリプルコンバインドシステムとしての導
入が期待される。

業務・産業用
圏域内 累積販売台数

出典：(一社)燃料電池普及促進協会 集計データ

参考：国立社会保障 人口問題研究所 日本 世帯数 将来推計（都道府県別推計） 
（2014年4月推計）の将来世帯数推計値を用いて算出 

平成29年度業務 産業用燃料電池
補助金 圏域内交付決定状況

（１ ７次募集分）

将来予測の考え方 エネファームについて、ロードマップの目標値（2030 年 530 万台）を基に、世帯数により
圏域内に按分した数値や、構成府県市の目標値などを勘案して、2030 年 圏域  普
及見込  検討した。 

エネファーム

台
(台) 

(台) 
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関西広域 
連合 

主な取組 

グリーン・イノベーション研究成果企業化促進フォーラムの実施  〔2013（H25）年度  
関西 高        有      分野（水素 燃料電池）     域内 中心   大学 試験研究機関等 研
究成果を広域連合域内の企業に広く発信し、シーズの企業化を促進 
次世代カー写真コンテストの実施 〔2012（H24）年度  
次世代自動車 写真      実施
次世代自動車 広報       作成 〔2017（H29）年度 
次世代自動車 環境性能 充電 水素充填 係 情報 整理  普及              作成  各構成団体
のイベント等で配布 
関西水素          作成（本事業） 〔2017（H29）年度 
関西圏 取組状況 将来性 一元的 把握 発信     目的  関西圏    水素 燃料電池分野 研究機関 
水素       供給 移送     水素関連企業等 状況 整理 水素         導入可能性 検討及   
CO2削減効果 試算 行    結果    化

滋賀県 

ビジョン・計画 滋賀県次世代自動車普及方針 2016（H28）年 1 月策定 

会議体 しが水素エネルギー研究会 研究会会員 145 名 
（2018（H30）年 1 月末現在） 

主な取組 

分散型         導入加速化事業補助金  〔2013（H25）年度  
事業者 分散型          導入 対  補助 行  燃料電池 1 件につき最大 100万円
（福祉施設等は最大 150 万円） 
スマート・エコハウス普及促進事業補助金  〔2014（H26）年度  ※全体事業開始 2012（H24）年度  
既築住宅     太陽光発電 蓄電池       含 高効率給湯器等         製品  設置  事業 補助
 行         1 件につき 10 万円 
知事車  FCV 導入 公用車  FCV 導入予定  
知事車 FCV の MIRAI  導入 公用車 FCV の MIRAI を導入予定 

京都府 

ビジョン・計画 京都府燃料電池自動車（FCV）普及・水素インフラ 
整備ビジョン 2015（H27）年 12 月策定 

会議体 京都府次世代自動車普及推進協議会 委員構成：     電力会社 学職経験者 経済団体 
行政 

主な取組 
FCV や EV 等 次世代自動車 導入支援策  〔2011（H23）年度  
条例   FCV  係 自動車関係税 優遇

大阪府 

ビジョン・計画 
H2Osaka ビジョン 2016（H28）年 3月策定  

大阪府内における水素ステーション整備計画 2015（H27）年 1月策定
2017（H29）年 2月改定 

会議体 
H2Osaka ビジョン推進会議 府内水素関連企業および研究機関等 23 団体 

大阪次世代自動車普及推進協議会 府内水素関連企業および研究機関等 

主な取組 

大阪府水素ショーケース推進事業補助金  〔2017（H29）年度  
燃料電池       （FCFL）導入経費の一部を助成 
新     産業（電池関連）創出事業補助金  〔2013（H25）年度  
蓄電池 水素 燃料電池等 関連産業    事業化 促進     府内企業   新  研究開発 試作開発 実
証などに対し、その必要な経費の一部を助成 
水素ステーション用地に関する情報提供  〔2014（H26）年度  
府及 関係機関 府内市町村   未利用地情報等 集約        整備事業者等 情報提供
府有地を活用した水素ステーション及び情報発信拠点施設の整備  〔2015（H27）年度 
大阪 都心部 位置  府有地 民間事業者 貸 付  当該土地    水素      及 情報発信拠点施設 
建設、運営 管理  民間事業者 公募

関西広域連合及び構成府県市の取組 
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（大阪府） 
主な取組 

水素関連産業新技術ニーズ説明会  〔2015（H27）年度  
水素関連産業  参入 促進     大阪府内 中小企業等 有  高 技術力  水素      構成機器   
ー等が求めるコストダウンに必要な「新技術ニーズ」とのマッチングを図る「水素関連産業新技術ニーズ説明会」を開催 

兵庫県 

ビジョン・計画 兵庫県燃料電池自動車普及促進     2014（H26）年 7月策定 

会議体 水素社会戦略研究会 水素関連企業および研究機関等 

主な取組 

低公害車導入補助事業  〔2015（H27）年度  ※全体事業開始 1994（H6）年度  
低公害車（自家用自動車   燃料電池自動車 電気自動車等） 導入 補助
最新規制適合車等購入資金融資制度  〔2015（H27）年度  ※全体事業開始 1989（H1）年度  
自動車 NOx・PM 法非適合車  適合車  代替    低公害車 導入    低金利 融資
住宅用創      省     設備設置特別融資(個人向け)  

〔2012（H24）年度  ※全体事業開始 2011（H23）年度  
低利融資(対象設備：太陽光発電設備 燃料電池 ほか) 
兵庫県最先端技術研究事業（COE プログラム）  〔2003（H15）年度 〕
県内の中小企業が技術シーズを有する官・学と連携して取り組む研究開発等を支援することにより、県内での産業の創出を
図る。 
成長産業    特 県 力 入  取 組      次世代産業分野（高度技術関連：航空宇宙     等 先端
医療：創薬 医療機器等 環境 次世代     ：水処理 水素等）      重点的 支援   

次世代産業分野  企業間連携   成長促進事業  〔2016（H28）年度 〕 
次世代産業分野     新規分野 事業化 既存分野 事業拡大（以下  事業化等 ） 見据  連携 行 中小
企業 対   事業化等    行 生産体制 整備（生産用設備等 導入）    費用 一部 補助   
水素関連産業市場への企業参入支援事業  〔2015（H27）年度  〕 
水素関連産業 関  企業     開催   水素社会  実現 向  技術 市場 動向 係 情報 提供等 行
い、水素関連産業市場への参入を支援 
公用車への FCV 導入  〔2016（H28）年度  
公用車に FCV の MIRAI を導入 

奈良県 

主な取組 

スマートハウス普及促進事業  〔2014（H26）年度  
スマートハウス関連設備の導入を補助
＜対象設備＞ 
定置用リチウムイオン蓄電池（補助上限 10万円） 電気自動車充給電設備（補助上限 10万円） 家庭用燃料電
池（補助上限 8 万円） 太陽熱利用     自然循環型 （補助上限 3 万円） 太陽熱利用     強制循環
型〕（補助上限 9 万円） 

和歌山県 

主な取組 

和歌山県中小企業融資制度（安全･安心推進資金      政策推進枠） 〔2013（H25）年度  
新     ･省     施設等 導入  中小企業 資金面 支援
      効率化施設 自然     利用施設          自動車燃料供給施設（水素       EV 充電
施設  ）          自動車（FCV,PHV,EV など）、自家発電装置･蓄電池】 
設備資金：１億円以内 ・ 運転資金：8,000 万円以内 ・ 融資利率：年 1.20％以内 

鳥取県 

ビジョン・計画 鳥取県水素エネルギー推進ビジョン 2016（H28）年 2 月策定 

主な取組 

とっとり水素学びうむ（ＳＨＳ、スマートハウスの実証）  〔2015（H27）年度  
「とっとり水素学びうむ」（29 年 1月プレオープン）
今後、新技術投入と団体の受入体制の構築など学習機能などを整備予定 
鳥取県水素・再エネ推進会議の開催  〔2015（H27）年度  
推進     実現     推進方策 検討     進捗管理等 行 有識者会議 開催
脱炭素社会の構築に向けた研究会や、水素ステーション整備に係る事業リスクや課題について勉強していくための研究会を創
設 
水素燃料電池   ー  〔2015（H27）年度  
成長市場   水素関連技術 様々 事業領域  水素利活用  いて、人材育成を目的とした講演会を開催 
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徳島県 

ビジョン・計画 徳島県水素グリッド構想 2015（H27）年 10 月策定 

会議体 
徳島県水素グリッド導入連絡協議会 県内水素関連企業及び大学他 8 団体 

燃料電池  導入検討部会 県内水素関連企業及び大学他 

主な取組 

燃料電池自動車普及促進事業補助金  〔2015（H27）年度  
徳島県内 燃料電池自動車 導入   事業者 対象 購入経費 対 補助金（上限 100 万円/１台）を交付 
自然     立県    推進資金  〔2012（H24）年度  
自然     導入       温室効果  排出削減 積極的 取 組 中小企業向  低金利 融資
燃料電池自動車 水素       導入 対象      
燃料電池       導入支援  〔2017（H29）年度 
補助対象経費 一般的     車導入費 差額 1/2（上限 500 万円）を補助 
小型水素ステーション導入支援  〔2017（H29）年度 
補助対象経費  国補助金 減  額 1/2（上限 2,000 万円）を補助 
移動式水素ステーション実証運用  〔2016（H28） 2017（H29）年度 
移動式水素       特性 活   県南部 西部圏域 実証運用 行     広 県下全域 水素需要 喚起 図
る。 
公用車  FCV 導入  〔2015（H27）年度 
公用車 FCV のクラリティフューエルセルを 3 台導入（リース） 

京都市 

主な取組 

京都市    創   省  応援事業  〔2014（H26）年度  ※全体事業開始 2003（H15）年度  
再生可能      普及拡大 加  電力                貢献 含      創   省  設備 普
及   一層促進     助成制度 実施
＜対象システム＞ 
･住宅用太陽光発電    
･住宅用蓄電    
･住宅用太陽熱利用    
･エネファーム 
･HEMS 
※助成対象設備 同時申請 省  改修 又 耐震改修 同時 行 場合 助成金 増額   可能性  
    水素      及 燃料電池自動車 活用  体験型水素学習事業  〔2016（H28）年度  
再生可能エネルギー(PV)から水素を製造するスマート水素ステーション(SHS) 水素燃料 走 燃料電池自動車(FCV)を
活用  水素      学習   実際                   乗車         
燃料電池自動車    」 活用  有料        事業  〔2016（H28） 2017（H29）年度 
FCV  活用  有料        事業（     事業） 実施
 ＜貸出対象車両＞ トヨタ「ミライ」（４人乗り） 

大阪市 

会議体 H２Osaka ビジョン推進会議（再掲） 府内の水素関連企業及び研究機関等 23 団体 

主な取組 

学校教育    水素 燃料電池 普及啓発  〔2012（H24）年度  
環境問題 水素          正  理解 促進 目的   大阪市域 小中学校 対象 配布    副読本  
おさか環境科」への掲載 
燃料電池    教室 実施  〔2017（H29）年度  
小中学生 対象  水素 特徴 燃料電池 仕組   燃料電池    教室 実施
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堺市 

ビジョン・計画 堺市水素エネルギー社会構築ロードマップ 2016（H28）年 7 月策定 

会議体 堺市水素エネルギー社会推進協議会 ５団体及 民間企業 20 社 

主な取組 

堺市スマートファクトリー・スマートオフィス導入支援事業  〔2017（H29）年度  
事業所等    燃料電池 含 省  設備等導入費用 一部支援
＜補助対象設備＞ 
(1)産業ヒートポンプ、(2)業務用給湯器、(3)高性能ボイラ、(4)低炭素工業炉、(5)変圧器、(6)冷凍冷蔵庫 (7)産業
用モータ（インバータ制御型空気圧縮機など）、(8)EMS（     管理    ） (9)定置式蓄電池、(10)業務用
燃料電池 (11)未利用      活用      （太陽熱 地中熱  ）
 削減要件などは下記 URL 参照 
http://www.city.sakai.lg.jp/kurashi/gomi/ondanka/shoene/df_filename_syouenesetubihozyo.html

燃料電池 導入支援策 堺市       等導入支援事業  〔2012（H24）年度  
戸建住宅等    次世代型住宅“       ”創出 向  燃料電池等 設備導入費用 一部補助
＜対象システム＞ 
･太陽光発電システム 
･住宅用     管理    （HEMS） 
･燃料電池コージェネレーションシステム（エネファーム） 
･リチウムイオン電池システム（V2H   併用不可）
･ビークル・トゥ・ホームシステム(V2H)（リチウムイオン電池システム  併用不可）
公用車  FCV 導入  〔2017（H29）年度 
公用車 FCV の MIRAI を導入（リース） 
堺市水素エネルギー社会構築事業  〔2015（H27）年度  
堺市水素     社会構築       基  ３  構想    水素 利活用 実現 向  取組    水素 係 
普及啓発・情報発信 
・水素セミナー〔2016（H28）、2017（H29）年度 
・水素体感イベント〔2016（H28）、2017（H29）年度 

神戸市 

ビジョン・計画 神戸市燃料電池自動車（FCV）普及促進ロードマップ 2015（H27）年 3月策定 

主な取組 

水素 CGS 活用スマートコミュニティ技術開発事業（NEDO助成事業）  
                            〔2015（H27） 2018（H30）年度 
水素 天然   燃料            水素発電     整備  周辺 公共施設 電気 熱 供給       
トで、産官学連携して実施 
  実施主体：（株）大林組 川崎重工業（株）
未利用褐炭由来水素大規模海上輸送        構築実証事業（NEDO助成事業） 
                            〔2015（H27） 2020（H32）年度（予定） 
海外 未利用      利用  製造  液化水素 海上輸送  日本 荷揚 行      構築 目指      
   民間事業者 連携  実施
 ・実施主体：技術研究組合 CO２フリー水素サプライチェーン推進機構（HｙSTRA） 
  （岩谷産業（株）、川崎重工業（株）、シェルジャパン（株）、電源開発（株）の４社で構成） 
神戸市次世代自動車普及促進補助制度  〔2009（H21）年度  ※全体事業開始 2002（H14）年度  
次世代自動車 導入 要  経費 一部を補助 
神戸市家庭用燃料電池    （      ）設置補助制度  〔2013（H25）年度  
地球温暖化防止対策 分散型電源 普及 促進     家庭用燃料電池    （      ） 導入経費 一部
を補助 
こうべ再エネ水素ステーション設置  〔2016（H28）年度 〕 
再生可能     （太陽光 風力） 水 電気分解  水素 製造 貯蔵 充填         過程    二酸
化炭素を排出しない環境に優しい水素ステーションを整備 
環境教育拠点である「こうべ環境未来館」において啓発素材として活用 
公用車  FCV 導入  〔2014（H26）年度  
関西 自治体 初   公用車 FCV の MIRAI 及びクラリティフューエルセルを導入 


